


Ⅱ.事業概要

事業概要 798/800字

Ⅲ.事業の背景・課題
(1)新型コロナウイルス感染症及び原油価格・物価高騰により深刻化した社会課題 747/800字

(2)新型コロナ及び原油価格・物価高騰対応支援枠の助成申請に至った理由 200/200字

事業対象者：
（助成で見込む最終受益
者）

主に10代、20代で無業状態、働くことが難しい状態にある若者 事業対象者人
数

40名程度
実施時期 (開始) 2023/2/1 (終了) 2024/3/31 対象地域 京都府

新型コロナの影響による失業や家族との関係悪化で、生活や精神的な状況が不安定になり、その影響で現在も働くことが難しい若者がいる。
本事業では若者の就労による、収入の確保や生活の安定のために、若者の就労を支援する団体に資金的・非資金的支援を行なう。
弊財団が支援してきた若者の就労支援事業に先進的に取り組んでいる団体へのヒアリングや他事例の調査により、以下のことが明らかである。
生活や精神的に不安定で困難な状況にある若者が働き、収入を得るためには、精神的な安定が重要である。その為に背景と状況が異なる若者に合わせた生活や住

居、精神的なサポート等、寄り添い柔軟な支援が必要である。
また、就労のための訓練や就労体験が必要なケースもある。訓練や就労体験も信頼できる人と安心できる場所で行なうと、効果が高い。
本事業の資金的支援では、このように若者を寄り添いながら支える支援者の人件費、就労体験や訓練に使う備品や機材の費用、生活を安定させるための場所の整備

費用、物価上昇で経済的自立が難しい若者のための生活支援の費用、実行団体が若者を雇用することで訓練や体験を行なう場合の若者への賃金を想定している。
若者が地元企業で働くためには実行団体と就労先・研修先の連携が欠かせない。本事業の実行団体には地元企業や法律専門家と連携して事業に取り組むことを期待

している。非資金的支援では弊財団の京都でのネットワークの提供、ネットワーク構築のサポートを行なう。その他、実行団体同士や先進団体との連携による知見や
難しさの共有、連携事業の実施などを支援する。
その他の非資金的支援では寄付を中心とした資金調達の支援（特に寄付者とのコミュニケーションや戦略作り）を行なう。
資金支援で物資整備、人材育成、団体のノウハウ蓄積を支援し、非資金的支援で助成期間終了後にも継続できる関係性という資源を作ることを支援する。

若者支援団体によると、コロナ感染症拡大当初、家庭や学校で孤立し、家出状態、無就業状態になった若者は増え、彼らの置かれている状況は深刻化した。このような若者に対して、生活や精
神面をサポートしている団体の取り組みによりコロナの状況下で居場所や落ち着ける関係を得られた若者は少なくない。
しかし、支援団体は若者が精神的に安定した状況から次の段階、つまり年齢によっては働き、経済的な安定を得る段階に進むことが難しいという状況に直面している。
要因としては、若者の状況や背景が複雑であり就労を受け入れる側とのマッチングが難しいこと、働き始められても若者の心身の状況により仕事を継続することが難しい場合があること、自分
に自信が持てず仕事に対して前向きになれないこと、生活や精神状態が安定せず仕事のことを考えられないことなどが挙げられる。就労までのステップは、若者の技能習得やモチベーションや
生活環境と、業種や作業内容、勤務条件、上司や雇用主のまた仲間になる従業員のパーソナリティなど、考えなければならない要素が多々あることもわかっている。
また支援団体に若者を就労させるためのノウハウが十分に確立されていないこと、若者の就労に関して相談できる地域の中小企業とのネットワークが少ないこと、ネットワークを築くための人
材を確保することが難しいことも要因として挙げられる。
若者の無業状態が続くことは、経済的困救、それによる精神的な困難が継続することにもつながる。精神的な困難の長期化は、自信の喪失、心身の更なる不安定につながり、就業がより難しく
なる。
統計では無業状態の若者は2020年に大きく増加し、2021年にコロナ以前の水準に戻っている。しかし長期的には増加傾向にあり引き続き支援が必要な状況は変わらない。

弊財団は休眠預金の2019年度通常枠、2021年度コロナ緊急枠の資金分配団体の事業にコンソーシアムの非幹事団体、連携団体として関わってきた。これらの事業を通して若者の生活支援を行
なってきたが、就労のニーズが高まっている。経済状況はコロナ以前に戻りつつあり、京都では観光や飲食などコロナの影響を受けた業種の客足が戻りつつある。この機会に就労を支援し、一
日でも早く生活を安定させるために本事業に申請した。



Ⅳ.事業設計

(1)短期アウトカム 100字 実施・到達状況の目安とする指標 100字 把握方法 100字 目標値/目標状態 100字 目標達成時期 100字

2024年2月

2024年2月

2024年2月

2024年2月

2024年2月

2024年2月

2024年2月

2024年2月

2024年2月

就労準備：実行団体で就労したり、就労に向けた訓練を行なう若者が生まれ
る。

人数 実行団体へのヒアリング 30名

就労：就労が難しい状況にある若者が就労する。 就労人数 実行団体へのヒアリング 20名

コミュニケーション：若者が自信を得て、第三者とのコミュニケーションを取
ることができるようになる。

人数 実行団体へのヒアリング 30名

コミュニケーション：若者が自信を得て、第三者と人間関係を築けるようにな
る。

人数 実行団体へのヒアリング 20名

心理：若者が経済的、精神的に安定し始める。 経済的、精神的な安定が伺える人数 実行団体へのヒアリング 30名

心理：若者が自信を得て、将来について考えられるようになる。 人数 実行団体へのヒアリング 30名

支援拡大：実行団体が地域の中小企業とつながり、支援者を得ることができ
る。

繋がった企業数 実行団体へのヒアリング 40件

知見共有：実行団体同士の連携または先進団体との連携が生まれる。 実行団体同士、実行団体と先進団体の連携数 実行団体へのヒアリング 15件

居場所：若者が落ち着いて過ごし、体を休められる場所、または就労や訓練に
取り組める場所が新設される

新規拠点数 実行団体へのヒアリング 4件



100字 実施・到達状況の目安とする指標 100字 把握方法 100字 目標値/目標状態 100字 目標達成時期 100字

就労準備：実行団体が若者を雇用するプログラムを作る 雇用の準備状況 実行団体へのヒアリング 雇用の準備ができている 2023年10月

就労準備：実行団体が若者への就労に向けた訓練のプログラムを用意する プログラムの開発状況 実行団体へのヒアリング プログラムが準備されている 2023年10月

就労準備：実行団体が若者の就労に向けた心理的な準備をサポートしている。 心理的なサポートのコミュニケーション 実行団体へのヒアリング 実行団体の職員または関係者が
就職に向けた心理的な相談をし
ている

2024年2月

就労準備：実行団体が若者と中小企業などの働く場を繋いでいる 中小企業に事業対象者を紹介した回数 実行団体へのヒアリング 50回 2024年2月

就労支援・生活支援：実行団体が若者の就労後にも継続してコミュニケーショ
ンが取れる環境ができる

就労中の若者がコミュニケーションを取れる状
態か

実行団体及び若者へのヒアリン
グ

就労後も実行団体とコミュニ
ケーションが取れる

2024年2月

2024年2月

居場所提供：若者が心と体を休ませることができる場所や住居が整備されてい
る。

場所の整備状況 実行団体へのヒアリング、現地
確認

実行団体と同じ数の場所が整備
されている。

2024年2月

寄り添い支援：若者に寄り添い、個人の状況に応じた支援が提供される。 若者に提供できる支援メニューの内容 実行団体及び若者へのヒアリン
グ

実行団体が、若者に自団体だけ
でなく他団体と連携し、居住、
生活、居場所、つながりなど複
数の支援メニューを提供できる
状態にある。

2024年2月

(2)-1アウトプット（資金支援）
アウトリーチ：実行団体が若者とつながるための場が開かれる 場が開かれた回数 カウント 40回

社会関係：実行団体が若者に地域のボランティア団体や地域住民、第三者とコ
ミュニケーションを取る機会を提供する

若者が第三者とコミュニケーションを取れてい
る

若者が第三者とコミュニケー
ションを取れている

実行団体へのヒアリング 2024年2月

生活支援：心理的、物的に生活を安定させる支援を提供している 若者に提供できる支援メニューの内容 実行団体及び若者へのヒアリン
グ

実行団体が若者の生活を安定さ
せるために必要な支援メニュー
を複数提供できる。

2024年2月



100字 実施・到達状況の目安とする指標 100字 把握方法 100字 目標値/目標状態 100字 目標達成時期 100字

ネットワーク構築：実行団体がコミュニケーションを取れる中小企業が増える 実行団体の支援者、ステークホルダーの数 実行団体、中小企業へのヒアリ
ング

のべ40件 2023年10月

組織基盤強化（体制）：実行団体の中でビジョンや事業の意味が共有され、よ
り効率的、効果的な事業を行うことができる。

実行団体内のスタッフのミッション、事業の価
値の理解の一致

実行団体ヘのヒアリング 実行団体内のスタッフのミッ
ション、事業の価値の理解が一
致している

2023年10月

組織基盤強化（体制）：実行団体の職員やリーダーが困難な状況に柔軟に対応
できるようになる。

実行団体のスタッフの事業に取り組む上での心
理的安全

実行団体ヘのヒアリング 安心して事業に取り組むことが
できる

2023年10月

組織基盤強化（信用）：第三者機関による社会的認証の取得できる。 第三者認証の取得の有無 認証状況の確認 取得できている 2024年2月

知見の共有：実行団体が先進事例から成功事例や効果の薄かった事例の知見を
得られより効率的、効果的な事業を行なえる。

実行団体の知見の獲得 実行団体ヘのヒアリング 得られた知見をもとに事業を改
善している

2024年2月
(2)-2アウトプット（非資金的支援）

ネットワーク構築：実行団体がコミュニケーションを取れる中小企業が増える 実行団体の支援者、ステークホルダーとの関係 実行団体、中小企業へのヒアリ
ング

事業対象者を中小企業に紹介で
きる。

2023年10月

ネットワーク構築：実行団体がコミュニケーションを取れる先進団体が増える 先進団体の数 実行団体、先進団体へのヒアリ
ング

のべ15件 2024年2月

ネットワーク構築：実行団体がコミュニケーションを取れる先進団体が増える 先進団体との関係 実行団体、先進団体へのヒアリ
ング

実行団体が先進団体の知見を得
ることができる

2024年2月

ネットワーク構築：実行団体が中小企業と若者の就労についてコミュニケー
ションを取れるようになる

実行団体と中小企業の面談の回数 実行団体へのヒアリングにより
カウント

のべ40社 2024年2月

組織基盤強化（信用）実行団体の事業実施の上での法的リスク等（居場所確保
のための物件賃貸契約やリフォーム契約、その他委託契約）が軽減される

実行団体が事業の法的リスク等を理解している
か

実行団体へのヒアリング 実行団体が事業実施に関する法
的リスクを理解している。

助成期間中

情報発信：実行団体の事業が発信されるweb記事ができる web記事の本数 カウント 12本（1本/月） 2024年3月

情報発信：若者の就労支援に関する調査報告書ができる 調査報告書の作成状況 現物確認 報告書が完成した 2024年3月

情報発信：実行団体の事業が発信されるインタビュー動画ができる インタビュー動画の本数 カウント 4本（実行団体数） 2024年3月

情報発信：実行団体の事業、助成プログラムの報告書ができる 報告書の作成状況 現物確認 報告書が完成した 2024年3月

情報発信：実行団体の事業、助成プログラムの報告会が開催される 報告会の開催 現地確認 報告会が開催された 2024年3月

支援拡大：実行団体の支援者管理の体制が強化された 実行団体の支援者管理体制 実行団体へのヒアリング 確実に、効率的に管理できるよ
うになっている。

2024年3月

支援拡大：実行団体が外部の支援獲得に動いている 実行団体が支援を得るための新しいアクション
を始める

実行団体へのヒアリング 各実行団体が新しいアクション
を始めている。

2024年3月



(3)-1活動（資金支援） 200字
28/200字
34/200字
49/200字
32/200字
39/200字
34/200字
18/200字
59/200字
35/200字
28/200字
47/200字
23/200字
16/200字
20/200字
36/200字
50/200字
29/200字
33/200字
67/200字

37/200字

(3)-2活動（非資金的支援） 200字

41/200字
24/200字
21/200字
35/200字
32/200字
32/200字
66/200字

ネットワーク構築：実行団体と地域の職業奉仕団体等とのコミュニケーションの機会のセッティング 45/200字
ネットワーク構築：実行団体と中小企業とのネットワークづくりのための交流会の実施 39/200字

35/200字
情報発信：実行団体の事業の情報発信（web記事の作成＋発信） 30/200字
情報発信：実行団体を対象として若者の就労支援・生活支援・居住支援に関する調査研究の実施 43/200字
情報発信：実行団体の成果を発信するインタビュー動画を作成 28/200字

13/200字

寄り添い支援：必要に応じて医療機関や福祉支援などの紹介、同行支援 助成期間中
居場所提供：安心して生活できる居場所を持たない若者へのシェルター、居場所の提供 助成期間中
居場所提供：シェルターや居場所を提供するための物件確保（賃貸を想定） 助成期間中

時期
アウトリーチ：対象の若者へのアウトリーチのための情報発信 助成期間中
アウトリーチ：対象の若者へのアウトリーチのための食事会や茶話会の実施 助成期間中
寄り添い支援：若者のニーズや、言葉にできない・気づいていない生きづらさに寄り添うコミュニケーション 助成期間中

社会関係：地域のボランティア活動への参加のコーディネート 助成期間中
社会関係：事業対象者の若者自身と同じような境遇にある若者へのピアサポートの機会のコーディネート 助成期間中
就労準備：若者の実行団体の業務に携わる受け入れ 助成期間中

生活支援：食事や生活備品の支援の提供 助成期間中
生活支援：食事を通してコミュニケーションを取る場の開催（調理や片付けを通しての共同作業。将来の自立の準備にもつながる） 助成期間中
生活支援：スポーツや音楽、趣味や娯楽など他者と時間を共有する機会の提供 助成期間中

就労準備：若者の就労先の企業と若者の勤務日数や雇用形態の調整、本人の特性の共有など受け入れ方の協議。 助成期間中
就労準備：若者の就労に必要な身の回りのものの支給、貸し出し 助成期間中
就労・生活支援：若者の住宅や携帯電話などの契約、金銭関係のサポート 助成期間中

就労準備：実行団体での若者の雇用 助成期間中
就労準備：就労に向けた計画作りの伴走支援 助成期間中
就労準備：就労に向けた訓練や研修への接続（技能やコミュニケーションなど） 助成期間中

就労・生活支援：一人暮らしをする上で必要な知識を得るための機会の提供（片付けやごみの出し方、住宅設備の維持管理方法、騒音への配慮など） 助成期間中

就労・生活支援：就労後にも、安心してコミュニケーションが取れる居場所の提供 助成期間中

時期

知見の共有：先行事例の調査（学術資料や、先行して出ているロジックモデルなどの調査） 助成期間中

組織基盤強化（体制）：実行団体内の意識合わせのためのファシリテーション 助成期間中

組織基盤強化（信用）：第三者機関による社会的認証の取得のサポート 助成期間中
組織基盤強化（信用）：実行団体の第三者との契約（不動産賃貸契約やリフォーム契約、その他委託契約）に関する弁護士によるリーガルサポート

助成期間中
助成期間中

助成期間中

知見の共有：実行団体と先進団体のネットワーク構築 助成期間中
知見の共有：実行団体同士のネットワーク構築 助成期間中

組織基盤強化（体制）：リーダーや職員へのコーチングによるサポート 助成期間中

2024年3月
情報発信：事業報告書の作成 2024年3月

ネットワーク構築：実行団体と中小企業とのネットワークづくりのための同行 助成期間中
助成期間中
助成期間中



13/200字
31/200字
19/200字
18/200字
21/200字

Ⅴ.実行団体の募集

支援拡大：実行団体の支援者管理の課題の確認と課題解決の取り組み 助成期間中
情報発信：事業報告会の開催 2024年3月

支援拡大：他の助成団体などの助成金等の紹介 助成期間中

支援拡大：寄付募集の仕組みの機会の提供 助成期間中
支援拡大：寄付募集キャンペーンの実施 助成期間中

(3)申請数確保に向けた工
夫

実行団体の事業期間が1年以内であるため、既に活動実績があるか、活動実績のある団体との協働している団体を主な対象とする。
公募方法は広く情報発信をすることに加え、
・先進団体へのインタビューなどによる事業イメージの発信
・弊財団の過去の支援先などへの情報提供、紹介依頼
・課題や孤立を抱える個人の当事者支援団体、中間支援組織との情報交換
・公益活動支援を行なう事業者（中間支援団体等）と連携した草の根活動事業者向け事業セミナー＋資金調達相談会の実施
・弊財団のステークホルダーである京都府内の大学や調査研究機関またボランティア団体との情報交換、案件発掘会議等の実施
などを行なう。

(4)予定する審査方法
 (審査スケジュール、審
査構成、留意点等）

公募要項確定(2月下旬頃)→公募開始(3月上旬頃)→公募締め切り(3月下旬頃)→ヒアリング(4月中旬頃)→審査会(4月下旬頃)→通知(5月中旬頃)
審査員構成：多様な立場の観点が必要であるため職種や専門性、ジェンダー、年齢、地域に偏りがないよう配慮する。
例えば、社会福祉に関する研究者、地域課題解決に関する研究者、社会福祉の実務家、公的機関職員、社会的企業の経営者など。
留意点：事業対象者に寄り添うことを重視するため、体制や実績も重視する。

(1)採択予定実行団体数 4

(2)１実行団体当たり助成
金額

1,000万円から3,000万円
実行団体の資金使途としては、若者を寄り添いながら支える支援者の人件費、就労体験や訓練に使う備品や機材の費用、生活を安定させるための場所の整備費用、物
価上昇で経済的自立が難しい若者のための生活支援の費用、実行団体が若者を雇用することで訓練や体験を行なう場合の若者への賃金を想定している





(2)事業に関連する調査研究、連携、マッチング、伴走支援の実績、事業事例等

・弊財団は休眠預金の2019年度通常枠、2021年度コロナ緊急枠の資金分配団体の事業にコンソーシアムの非幹事団体、連携団体として関わってきた。資金分配団体合計で13団体の伴走支援を
行なった。伴走支援の内容は、実行団体とITスキルの専門家とのマッチング、事業に関わるステークホルダーの紹介、実行団体の事業の先行団体とのマッチング、事業評価、会計支援、コンプ
ライアンス支援、情報発信などを行なった。
・就労支援事業では過去に複数の事業に助成した。例えば支援学校と連携しての若者のコミュニケーションの訓練の実施や、精神障害を持つ人と京都の伝統産業とのマッチングなどを行なっ
た。




